別表第1の2(第20条関係)
執行伺を省略することのできる支出事項
節
区分

報酬
議員報酬


委員報酬

給料


職員手当等
退職手当および児童手当以外のもの

共済費


賃金
作業員賃金以外のもの

旅費


需用費
消耗品費のうち定期刊行物および追録に係るものならびに単価を定めた基本契約(以下「単価契約」という。)によるもの


燃料費のうちプロパンガス使用料および単価契約によるもの


印刷製本費のうち写真の現像料および焼付け料


光熱水費


修繕料のうち車体検査に係る経費


賄材料費


飼料費


医薬材料費のうち単価契約によるもの

役務費
通信運搬費のうち後納郵便料および電信電話料


手数料のうちし尿処理手数料、車体検査手数料、郵便振替手数料、医療保険に係る診療報酬審査支払手数料、職員の健康診断に係る手数料およびこれらに準ずるもの


保険料のうち継続的に加入している保険に係るもの


その他後納契約によるもの

委託料
長期継続契約によるもの(契約を締結した日の属する年度の翌年度以降に係るものに限る。)

使用料及び賃借料
テレビ受信料、有線放送使用料、下水道使用料およびこれらに準ずるもの


継続的賃貸借料(複数年度にまたがる債務負担行為に係るものを除き、契約を締結した日の属する年度の翌年度以降に係るものに限る。)


その他後納契約によるもの

負担金、補助及び交付金
国民健康保険事業会計における保険給付費


介護保険事業会計における保険給付費

扶助費
行旅病人及行旅死亡人取扱法(明治32年法律第93号)第15条、児童福祉法第51条、身体障害者福祉法第35条、生活保護法第70条、結核予防法(昭和26年法律第96号)第34条および第35条、知的障害者福祉法第22条、老人福祉法第21条ならびに母子保健法(昭和40年法律第141号)第20条に基づくものならびに別に定める福祉医療給付費およびこれに準ずるもの

償還金、利子及び割引料
市債の繰上償還以外のもの

公課費


複数年度にまたがる継続費又は債務負担行為に係る各年度の執行伺


その他市長が特に認めるもの


